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From the Viewpoint of the Local Government, the Assessment and the 
Problen to be Solved of Regional Disaster Prevention Activities by 
Community Participation and Cooperation
― Cases of the Tama Area, Tokyo ―






concerned	based	on	 the	 lessens	 leaned	 from	the	
Great	 East	 Japan	Earthquake	 in	Tama	 area,	
Tokyo.
　This	study	 is	 to	 identify	 the	present	condition	
of	the	disaster	prevention	plans	and	to	investigate	
the	 future	 tasks	 through	 the	 inquiry	 such	as	a	
questionnaire	survey	to	municipality	of	30	cities,	
all	together	in	Tama	area	as	of	2015.	








an	aging	population.	 It	means	 that	 this	area	has	
far	 too	 few	young	productive	people	supporting	
the	 disaster	 prevention	 communities	 and	 the	
number	of	people	participating	in	evacuation	drills	
held	by	local	governments	is	on	the	decrease.






	 	 In	 conclusion,	 it	 is	 found	 that	 the	 local	
administrative	organs’	help	 to	 the	community	 is	
indispensable	even	in	daily	life.	This	is	definitely	a	
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central	problem	confronting	the	Tama	area. Keyword: cooperation, declining birthrate and 
aging, disaster reduction, self-help and 
mutual-aid, monuments
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　30 市町村のうち回答のあった 29 市町村からは、Aが
11 件（37%）、Bが 13 件（43%）、Cが 18 件（60%）、Dが
25 件（83%）、Eのその他が 3件（10%）であった（図 1）。
　また、回答のあった全市町村がいずれかの形態で取り
組んでおり、複数以上の形態で取り組んでいる市町村も
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区分 取り組み内容について 区分 取り組み内容について





①　H26 防災会議	 年 2 回（随時）　
②　H27 防災会議	 年 2 回（随時）
府中市 ①　防災会議	 年 1 回（定例）
小金井市 ①　防災会議　	 年 3 回（定例・随時）
小平市
①　国民保護委員会	 随時
②　自主防災組織（訓練等）	 年 1 回以上（随時）









①　狛江市防災会	 年 4 回（定例）
②　避難所運営協議会	 随時
東大和市 ①　防災会議	 年 1 回（定例）
瑞穂町 ①　瑞穂町自主防災組織連絡協議会	 年 3 回（随時）
日の出町
①　各自治会防災訓練	 年 1 回（定例）




















多摩地域 30 市町村のうち回答があった 29 市町村の回答では、及び表 1 の①及び図 1
のとおり、A が 11 件（37%）、B が 13 件（43%）、C が 18 件（60%）、D が 25 件（83%）、
E が 3 件（10%）であった。また、A から E の取り組みを 3 件以上採用している市町村








      
図 1 住民参加・協働の取り組み形態  
 
表 2 「E：その他」に記載の 3 市の協働等の取り組み内容  
市  町  村  取り組み内容  
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3.5 各連携先との諸課題について  
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	 表 3	③の索引：a: 関心が高く積極的、b: 積極的、c: あまり変わらない、d: 未記載
表 3 
住民参加・協働の防災活動の取り組み状況等 





八王子市 ○ a a






三鷹市 ○ ○ ○ a a
青梅市 ○ ○ c c
府中市 ○ ○ b b
昭島市 ○ ○ ○ d d
調布市 ○ ○ ○ ○ a a
町田市 ○ a a
小金井市 ○ ○ ○ ○
b a
小平市 ○ ○ b b
日野市 ○ ○ ○ ○ a b
東村山市 ○ ○ ○ a a
国分寺市 ○ ○ ○ ○ b b
国立市 ○ b b
福生市 ○ ○ ○ ○ ○
a a
狛江市 ○ ○ a a
東大和市 ○ ○ ○ a a
清瀬市 ○ a b
東久留米
市
○ ○ ○ a a
多摩市 ○ a c
稲城市 ○ ○ ○
b b
羽村市 ○ a a
あきる野
市 ○ ○ ○ ○ a a
西東京市 ○ ○ c b
瑞穂町 ○ ○
b c
日の出町 ○ ○ b a
檜原村 ○ a a
奥多摩町 ○ b b























































コ メ ン ト の 追 加  [TT33]: 表 3 を訂正したものに
差し替えました。①の句点を削除等し訂正し
ました。
コ メ ン ト の 追 加  [TT34]: この部分を削除
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檜原村 年 1回各地域で訓練を行っている。数年に 1回 4自治会で協力して訓練を行っている。
奥多摩町 各自治会長を中心に各自治会で実施
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の男女 2,000 人を対象に実施し、約半数の 1,007 人から
回答を得ていた（有効回収率 50.4%）。
1）回答者の年齢層は，20 代 8.9%、30 代 14.8%、40 代
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もので、1604 年（慶長 9年）からの『地震の記録』が 8件掲
載されており、関東大震災の被災記録も含まれている。また、
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　この 3 市の「記念碑等」の概要等は 3 市への聞き取
り調査も追加して表 6のとおり整理した。なお、3市以




















































八王子市 平成 27 年 10 月 11 日に八王子市総合防災訓練を実施予定
青梅市 年に 1回		青梅市総合防災訓練を実施している。今後も同様である。





年 1回　市民総合防災訓練、平成 27 年度は 11/1 予定
水防訓練、平成 27 年度は 5/16 実施
日野市
例年、以下のとおり実施																							
・合同水防訓練（5月）・総合防災訓練（10 月）　・地域別訓練（11 月または 12 月）
東村山市 各訓練を毎年 1回以上定期的に実施している。（水防は毎年 5月、震災は毎年 9月）
国立市 ・総合防災訓練は年 1回実施　・その他、各避難所運営の訓練などを実施している。
東大和市 自治会等市民が主体となって実施された防災訓練（平成 26 年度 39 回）







奥多摩町 防災訓練は毎年 9月 1週目の日曜日、その他の訓練は各自治会で実施
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・	避難訓練年 386 回（※平成 26 年度訓練計画提出件数）やや増加した（328 回から 386 回に増加）
・	防災に関する会議・説明会等（未集計）
・	防災教育（出前講座）平成 26 年度 47 回（平成 22 年度 12 回、平成 23 年度 73 回、平成 24 年度 114 回、平成 25 年度 40 回）：
やや増加した（40 回から 47 回に増加）
立川市
・	防災に関する会議・説明会等（出前講座）平成 23 年度において回数が多くなった
	 平成 22 年度 6回、平成 23 年度 31 回、平成 24 年度 10 回：大きく増加した（6回から 31 回に増加）










・	防災に関する会議・説明会等（避難所運営マニュアルの検討）年 16 回（約 500 人）：	防災意識が高まり効果は顕著だっ
たが参加人数等はあまり変わらない。



































	 年 43 回（1,574 人参加）※自主防災組織の数は増加しているが、消防署と協働を行う前の自主防災組織による避難訓
練の数が不明であるため回答不可																																																																																						
羽村市
・	避難訓練（自主防災組織が積極的に参加）　年 1回（約 6,000 人）
	 防災意識が高まり効果は顕著だったが参加人数等はあまり変わらない
あきる野市 ・	防災教育（防災リーダー育成事業）　年 4～ 5回（平成 23 年度から実施している毎年 100 人前後の登録がある）
瑞穂町
・	避難訓練（町の総合防災訓練への参加者数の増加）
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注 4）	 回答の期限を 2015 年 12 月末まで延長した。また、補足の聞き取り調査を 2016 年 3 月まで実施した。
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